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電事連会長 定例会見要旨 

（2013 年 10 月 25 日） 

 

電事連会長の八木でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

本日は、「今冬の電力需給見通し」、「国のエネルギー政策議論に対す

る私どもの考え」、「原子力緊急事態支援組織の整備状況」の３点につい

て申し上げます。 

 

１．今冬の電力需給見通し 

最初に、「今冬の電力需給見通し」について申し上げます。電力各社は、

10 月１日に、今冬の見通しを国に報告いたしましたが、その後、電力需給

検証小委員会において検討が進められ、一昨日、北海道における数値目標

付きの節電要請の必要性等を含めまして、小委員会としての取りまとめが

なされたところでございます。この取りまとめを踏まえまして、近々、政

府より、対応方針が示されるものと承知しております。 

 

今冬は、各社において、最低限必要とされる３％の予備率を何とか確保

できる見通しであります。しかしながら、需要面では、定着した節電を前

提としていることに加えまして、供給面では、原子力の再稼働を見通すこ

とが難しい中で、定期検査の繰り延べや高経年化火力の活用など、火力発

電を酷使する緊急避難的な対応に頼っている状態であります。 

 

特に、冬に需要のピークを迎える北海道では、予備率 7.2％と、数値上

は必要なレベルを確保しておりますが、全体の需要規模が相対的に小さく、

計画外のトラブルによる影響が大きいことに加えまして、緊急時に電力を

融通する連系線容量に制約があるといった事情から、大変厳しい需給運用

が見込まれております。 
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私どもといたしましては、厳冬による需要増や、設備トラブルによる変

動リスクにも備えながら、引き続き、需給両面において最大限の取り組み

を進めてまいる所存であります。しかしながら、電力の安定供給を持続可

能なものとし、さらに、可能な限り低廉にお届けするという使命を達成す

るためには、ベース電源である原子力が一定の役割を果たしていくことが、

ぜひとも必要であると考えております。そのためにも、原子力発電所の安

全確保に全力で取り組むとともに、立地地域をはじめ、広く社会の皆さま

からの信頼回復に努めまして、できる限り早く再稼働できるよう、全力を

尽くしてまいりたいと考えております。 

 

２．国のエネルギー政策議論に対する私どもの考え 

続きまして、「国のエネルギー政策議論に対する私どもの考え」につい

て申し上げます。現在、エネルギー基本計画の策定や、電力システム改革

の制度設計など、エネルギーに係わる重要な議論が進められております。

また、国際レベルで議論が行われております地球温暖化対策につきまして

も、エネルギーと表裏一体の大きな課題であります。 

エネルギー政策は、まさに国の基幹政策であり、国民生活や経済への影

響など、様々な観点から議論・検証を行った上で、中長期的にぶれること

なく、推し進めていくべきものと考えております。 

 

折しも今月は、第一次オイルショックから丁度 40 年ということでござ

いますが、日本はこのオイルショックから、エネルギー資源を多様化する

ことの大切さを学び、その後の戦略に生かしてまいりました。資源に乏し

いわが国では、Ｓ＋３Ｅ、すなわち、安全確保を大前提に、安定供給、環

境保全、経済性を同時達成していくことが重要であり、中でも、原子力発

電の果たす役割は大変大きいと考えております。私どもといたしましては、

原子燃料サイクルも含めまして、国のエネルギー政策でしっかりと位置づ

けていただき、引き続き、原子力を重要な電源として活用していく必要が
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あると考えております。 

 

また、将来に亘って安定的かつ低廉な電力供給をいかに確保していくか

という点で、電力システム改革も大変重要なテーマとなりますが、これに

つきましては、先週 15 日、臨時国会に改めて法案が提出されたところで

あります。私どもといたしましては、これまでも申し上げてまいりました

ように、真に国民の皆さまの利益につながる電力システムの実現に向け、

引き続き、実務者の立場から、専門的な検討に積極的に協力してまいりた

いと考えております。 

 

３．原子力緊急事態支援組織の整備状況 

最後に、「原子力緊急事態支援組織の整備状況」について申し上げます。

本件につきましては、昨年７月、組織設立の構想について公表させていた

だきましたが、本日の総合政策委員会におきまして、本格運用に向けた具

体的な対応方針を決定いたしましたので、ご報告させていただきます。 

資料をご覧ください。 

 

本組織は、万が一原子力災害が発生した場合でも、多様かつ高度な災害

対応が可能となるよう、遠隔操作が可能なロボット等を現地に送り込み、

事故発生事業者の収束活動を支援する役割を担います。平常時は、ロボッ

ト等の資機材を集中的に調達・管理するとともに、電力各社と連携して操

作要員の訓練等を実施し、いざという時に実効ある支援が可能となるよう

体制の維持・向上を図ってまいります。 

 

このたび、本組織のこうした基本的役割や実施事項、整備すべき資機材

や拠点施設の要件を基本構想として取りまとめるとともに、この構想に基

づき、日本原電が準備主体となって、体制や拠点整備に係わる詳細検討を

進めていくことといたしました。また、福井県及び美浜町から、拠点候補

http://www.fepc.or.jp/about_us/pr/pdf/s_20131025.pdf


-4- 
 

地のご提案をいただいておりますので、本年末の完了を目途に、当該地点

における地質調査を行ってまいります。 

今後、詳細検討を進め、2015 年度を目途に本格運用を目指してまいりま

す。 

電力各社は、新規制基準を踏まえまして、重大事故対策等に的確に対応

していくことはもとより、事業者自らが不断の努力を重ね、一層の安全

性・信頼性向上を目指してまいります。 

加えまして、万が一災害が発生した場合におきましても、効率的・効果

的な収束活動を可能なものとするために、電力業界全体による自主的な取

り組みとして、緊急事態における支援体制の構築を進めてまいります。 

 

以 上 
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資 料 

2013 年 10 月 25 日 
電 気 事 業 連 合 会 
日本原子力発電(株) 

 

「原子力緊急事態支援組織」設立に向けた整備状況について 

～万が一の災害に備え、電力業界全体で支援体制を構築～ 

 

電気事業連合会は、原子力発電所において万が一原子力災害が発生した場合に、多

様かつ高度な災害対応を担う「原子力緊急事態支援組織」を 2015 年度目途に設立す

ることとしております。（2012 年 7 月 20 日お知らせ済み） 

 

2012 年 7 月の公表以降、日本原子力発電(株)敦賀総合研修センター内に拠点を設

置し（2013 年 1 月）、必要なロボットの調達や操作要員確保のための訓練を行うとと

もに、電力業界全体で、将来的な組織形態など支援組織のあるべき姿の検討を進めて

まいりましたが、このたび、本組織の整備・運営方針となる「基本構想」を策定いた

しました。 

 

本組織は、原子力災害の発生により発電所構内が高い放射線量となり、瓦礫等の障

害物が散乱するような状況下において、遠隔操作が可能なロボット等の資機材を投入

し、現場状況の偵察、空間線量率の測定、屋内外の障害物の除去等、事故発生事業者

の収束活動を支援する役割を担います。平常時は、ロボット等の資機材の調達・管理

を集中的に行うとともに、操作要員の訓練等を行い、電力大でノウハウや経験を蓄積

しながら、効率的・効果的な支援体制の維持・向上を図ります。 

「基本構想」では、こうした本組織の基本的役割や実施事項に加え、災害発生時の

対応体制、整備すべき資機材や拠点施設の要件等を定めております。 

 

今後、日本原子力発電(株)が準備主体となり、この「基本構想」をもとに、2015

年度目途の本組織設立に向け、詳細検討を進めてまいります。具体的には、資機材の

調達、マニュアルの整備、組織運営等の検討を行うとともに、福井県美浜町内の福井

県園芸研究センターの一部を拠点候補地として、測量・地質調査を実施してまいりま

す。 

 

電力各社は、新規制基準に的確に対応していくことはもとより、事業者自らが不断

の努力を重ね、一層の安全対策に全力を尽くしてまいる所存であり、本組織の設立に

ついても、そうした自主的取り組みの一環として、電力業界一丸となって世界最高水

準の支援体制の構築を目指してまいります。 

 

以 上 
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原子力緊急事態支援組織「基本構想」の概要 

 

「基本構想」は、原子力緊急事態支援組織の基本的役割や実施事項、災害発生時の対

応体制、整備すべき資機材や拠点施設の要件等を定めたものである。 

今後、本構想をもとに、2015 年度目途の組織設立に向けた詳細検討を行う。 

なお、本構想を策定するにあたり、福井県原子力緊急事態支援機関整備検討準備会か

らの「原子力緊急事態支援機関の整備に係る提言」（2013 年 2 月）も考慮し検討を行って

いる。 

 

１．基本的役割 

原子力災害発生時において、高放射線量下での作業員の被ばくを可能な限り低減する

ため、遠隔操作可能なロボット等の資機材を集中的に管理・運用し、高度な災害対応を実

施することにより、事故が発生した事業者の収束活動を支援する。 

 

２．実施事項 

 ａ．事故時 

・原子力災害発生時、事故が発生した事業者からの出動要請を受け、要員・資機材を拠 

点施設から迅速に搬送する。 

・事故が発生した事業者の指揮の下、協働で遠隔操作可能なロボット等を用いて現場状 

況の偵察、空間線量率の測定、瓦礫など屋外障害物の除去によるアクセスルートの確 

保、屋内障害物の除去や機材運搬等を行う。 
 

＜災害発生時の対応体制・支援活動の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 ｂ．平常時 

・緊急時の連絡体制を確保（365 日 24 時間）し、出動計画を整備する。  

・ロボット等の操作訓練や、必要な資機材の調達・維持管理および訓練等で得られたノウ

ハウや経験にもとづく改良。

原子力発電所内 
〔オンサイト〕対応 

（事故の収束） 

 

指示・支援 

出動要請 

 

原子力緊急事態支援組織 

緊急時対策所 
 

【支援要員・資機材の投入】 
・偵察・作業用ロボット 
・無人ヘリ 
・遠隔無線重機 
・現地活動用資機材 
・搬送用車両

支援要員・遠隔操作
可能なロボット等の 
資機材を搬送 

災害対策支援拠点 
【発電所近傍】 
・事業者支援要員 
・原子力緊急事態支援組織要員 

 
事故発生事業者 
【事業者本店等】 

 
要 員 
資機材 

現場対応要請

 事
故
発 要員 

資機材 協働で 生
対応 発

電
所
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３．整備すべき資機材 

支援活動を行うために支援組織が整備すべき資機材を規定。 
 
 ａ．遠隔操作資機材 

小型・中型ロボット 屋内外の情報収集、屋内障害物除去、除塵等 

小型・大型無線重機 屋内外障害物除去、機材運搬等 

無人ヘリ(小型 UAV) 屋内外の情報収集（高所からの状況把握） 
 
 ｂ．現地活動用資機材（3 日程度の支援活動に必要な資機材を整備） 

放射線防護用資機材 全面ﾏｽｸ、線量計、ﾀｲﾍﾞｯｸ等 

放射線管理、除染用資機材 除染ﾃﾝﾄ、高圧洗浄機、排水保管用ﾀﾝｸ、ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ等 

作業用資機材 無線中継装置、整備・交換用機材、予備パーツ類等 

一般資機材 通信用機材、照明・電源類、燃料、水・食料、消耗品類等 
 
 ｃ．搬送用車両 

搬送用車両 

（用途毎に必要台数整備） 

資機材搬送車両（ロボット・軽資材搬送用、重機搬送用など） 

現地指揮車両 

 

４．拠点施設 

支援組織が担う役割を果たすために、拠点施設が有すべき機能・仕様を規定。 

機  能 室・保管庫等 建 屋 等 

組織運営 執務室、会議室、応接室 

緊急時の指令・支援 緊急時指令(通信)室、宿泊室 

情報管理 資料室 

事務所棟 

屋外訓練 
重機・無人ヘリ等の訓練フィー

ルド、瓦礫置場 
屋外訓練フィールド 

座学/机上教育 学習室 

屋内訓練 操作訓練室（操作室、走行室） 

教育･訓練 

放射線防護訓練 資機材脱着等訓練室 

メンテナンス 工作室（電気、機械） 

屋内訓練棟 

資機材（ロボット）保管庫 ロボット等保管庫 

各種車両車庫、資機材保管庫 各種車両車庫、資機材保管庫

資機材の 

維持管理 保管 

一般車庫、危険物庫 一般車庫、危険物庫 

拠点被災時対応 非常用発電機、燃料保管庫 発電機室 

搬 送 
施設内道路（重機･車両通行可）

ヘリポート※ 

その他 職員（来客）駐車場、緑地等 

屋外敷地内 

※ 拠点施設の場所選定にあたっては、輸送用大型ヘリの離着陸可能なヘリポートが施設近辺に確保
できるよう考慮する。 

 

組  織 拠 点 全国で1～2ヵ所程度（福井県ほか） 

要員数 20名程度/拠点 

設置時期  2015 年度を目途に福井県内に設置 
         

   以 上 
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原子力緊急事態支援組織 拠点候補地における調査の概要 

 

 

○調査目的   原子力緊急事態支援組織の拠点整備に当たっての地盤地耐力（支持

力、沈下量）等の確認 

 

○調査実施機関 日本原子力発電（株） 

 

○調査場所   福井県園芸研究センター敷地内 （福井県三方郡美浜町久々子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○調査項目   ①測量調査 

②地質調査(ボーリング調査) 

・調査箇所 10 箇所程度 

・掘削深さ 10～50ｍ程度 

 

○調査期間   2013 年 10 月～2013 年 12 月（予定） 

 
         

以 上  

福井県園芸研究センター 

美浜町総合体育館 

美浜町民広場 

多目的広場 
調査予定地

町民野球場 

久々子湖 



2015年度～2014年度2013年度2012年度

基本構想の詳細化、具体化基本構想の詳細化、具体化

原子力緊急事態支援組織 整備スケジュール

資 機 材

第１段階 第３段階第２段階

②ロボット
等調達

維持・管理・緊急時対応ロボット等の充実

維持・管理・緊急時対応

③各事業者の
要員育成

各事業者の要員育成（定期的な研修・訓練の実施）人材育成

将来将来的な支援的な支援組織の組織の
あるべき姿を検討あるべき姿を検討

将来像の
具体化

ロボット等の更なる充実

拠点整備（福井県内）

①原子力緊急事態支援センター設置

＜参考＞

主要工程

支援組織に支援組織によよるる
本格本格運運用用

準備主体：日本原子力発電(株)

基本構想とりまとめ
▼ ▽

（支援組織による本格運用までの間、資機材調達や人材育成等を担う）

福井県
検討準備会

基本構想へ反映▽提言（2013.2.5）

第1段階、第2段階における活動実績（2013年9月末現在）

原子力緊急事態支援センターを設置し、資機材の調達・管理や操作要員の訓練を実施。

PackBot® 2台【現場の偵察（映像、放射線測定）】
Warrior 1台【障害物の除去】

中央：Warrior 左右：PackBot® （iRobot®社製）

②ロボット等の調達・管理

PackBot®の運転・操作（走行，階段昇降,物品掴取）
実施回数 31回 参加人数 約210名(12社計）

③各社操作要員のロボット操作訓練

場 所 日本原子力発電(株) 敦賀総合研修センター内 （要員9名）

役 割 「原子力緊急事態支援組織」設立までの期間において、資機材の調達・管理や操作要員養成訓練
の計画・実施を担う

①原子力緊急事態支援センターの設置（2013年1月23日）

原子力緊急事態支援センター での操作訓練の様子
－ 5－
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